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はしがき 

 

人口減少や急速な高齢化の進行とともに、経済のグローバル化、情報通信技術の革

新等に伴う企業活動の広域化や多様化等により、我が国の経済社会の構造は大きく変

化している。地方団体を取り巻く環境も近年様々な変化に直面しており、人口減少や

高齢化等の課題は、歳入歳出両面において影響を及ぼすことが考えられる。その中で、

地方税制においても、これまで前提とされてきた経済社会構造が大きく変化してくる

ことに伴う様々な課題に今後直面していくことが考えられる。 

本調査研究会では「経済社会の構造変化に対応した地方税制のあり方」をテーマと

して、令和２年度までの３年間、基礎的な状況把握を行った上で、令和３年度及び４

年度の２年間でこれまでの地方税制改革を振り返り、今後の地方税制のあり方につい

て議論を行ったところである。 

具体的には、令和４年度においては、固定資産税及び車体課税について議論を行い、

その上で、これまでの議論を踏まえ、地方税制における今後のあるべき姿と方向性に

ついての議論を行った。なお、昨年度に引き続き、ＷＥＢ会議形式により開催した。 

本研究会のテーマは、中長期的な視点で地方税制を議論する試みであり、その検討

のスケールも大きいものであることから、引き続き研究を深める必要があるが、今回

の議論のとりまとめが今後の検討の参考になることを期待するものである。 

最後に、今回の調査研究に当たり、御多忙のところ委員をお引き受けいただいた先

生方に心から感謝を申し上げる。 
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Ⅰ 本年度の研究会における研究テーマ 

本研究会では「経済社会の構造変化に対応した地方税制のあり方」をテーマ

として、令和２年度までの３年間、基礎的な状況把握を行ってきた。 

まず、平成 30 年度においては、人口減少や急速な高齢化の進行、経済のグロ

ーバル化、ICT 技術の革新等に伴う企業活動の広域化・多様化等による経済社会

の構造変化により今後の地方税制度において生じることが見込まれる、人口動

態、土地利用・都市のあり方、企業の活動・組織形態などの課題について、各種

のデータ等を踏まえて、各税目にわたり幅広い観点で議論を行い、論点の整理

を行った。 

次に、令和元年度においては、人口減少・少子高齢化への対応の観点から将来

人口推計を用いたシミュレーションを行うとともに、経済のグローバル化・デ

ジタル化の観点から海外調査を行うなど、調査・研究を行った。 

令和２年度においては、これらを踏まえ、外国人住民の増加に伴う個人住民

税の課題、デジタル社会への対応、地域交通の確保を巡る海外の事例などにつ

いて研究を行った。その上で、令和３年度及び４年度の２年間でこれまでの地

方税制改革を振り返り、今後の地方税制のあり方について議論を行ったところ

である。 

具体的には、令和３年度においては、個人住民税、地方法人課税及び地方消

費税について、平成以降の地方税制の抜本的な改革を振り返り、その結果と意

義、残された論点等を整理した。令和４年度においては、令和３年度に取り扱

うことができなかった固定資産税及び車体課税について議論を行い、その上

で、これまでの４年間の議論を踏まえ、各税目について、今後の方向性につい

ての議論を行うこととした。 
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Ⅱ 地方税を巡る状況 

 

１ 平成の流れ 

 

 平成の時代において、わが国においては地方税の充実確保と偏在性が小さく

安定的な地方税体系の構築に向けた改革が進められてきた。 

平成６年の税制改革では、少子・高齢化の進展をはじめとするわが国の経済

社会の構造変化などに対応するため消費税率の引き上げにより消費課税の充実

が図られると同時に、地方税源の充実を図る観点から、消費譲与税に代えて地

方消費税が創設され、平成９年４月から導入された。 

平成 16 年度からは、法人事業税について資本金１億円超の法人への外形標準

課税の導入が行われた。この改正により、税負担の公平性の確保、応益課税とし

ての税の性格の明確化、地方分権を支える基幹税の安定化が図られた。 

 また、いわゆる三位一体の改革により、平成 19 年度には所得税から個人住民

税への３兆円規模の税源移譲が行われた。このとき、市町村と都道府県を併せ

た個人住民税の税率は、従来の超過累進税率（５％、10％、13％）から 10％に

比例税率化され、５％から 10％へ増加する部分と、13％から 10％へ減少する部

分を合わせ、全体で３兆円の増となる設計となっていた。この比例税率化によ

り、個人住民税の持つ応益的な性格が一層明確となったほか、偏在性の縮小に

も資することとなった。 

 平成 20 年度以降には、地方団体間の財政力格差の拡大に対応するため、法人

２税において偏在是正の取り組みが行われた。まず、平成 20 年度には、法人事

業税の一部を国税化し、地方法人特別税及び地方法人特別譲与税（全額を人口

及び従業員数を基準として譲与）を創設した。この措置は、税制の抜本的な改革

において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置とされて

いたことから、その後、消費税率（国・地方）が平成 26 年４月に８％、令和元

年 10 月に 10％まで引き上げられたことに伴い、累次の偏在是正の措置が取ら

れることとなった。平成 26 年度には、法人住民税法人税割の一部を国税である

地方法人税として交付税原資化、令和元年度には地方法人税の税率を引上げ、

あわせて地方法人特別税は廃止した。それと同時に、大都市部に税収が集中す

る構造的な課題に対応するための新たな偏在是正措置として、特別法人事業税

及び特別法人事業譲与税（全額を人口を基準として譲与、不交付団体への譲与

制限あり）が創設された。 

 地方消費税についても、消費税率の引上げにあわせて、税率の引上げが行わ

れている。 

 これらの改革を通して、地方税収は平成元年度の 30.9 兆円から令和３年度に

は 43.3 兆円に増加し、人口一人当たり税収額の偏在度を示す指数（最大／最小

の倍率）は、平成元年度の 4.5 倍から令和３年度には 2.1 倍に縮小している 1。 

1 税収額には地方法人特別譲与税（～Ｒ１）及び特別法人事業譲与税（Ｒ２～）を含む。 
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２ 昨今の状況 

 

 地方税収は、近年、経済再生への取組等により全体として増加しており、足下

の税収は、平成 27 年度以降、40 兆円を超える等過去最高の水準となっている。 

税目別の過去からの推移をみると、地方税収の最も大きなシェアを占める個

人住民税は、平成 19 年度における３兆円の税源移譲による影響も含め、過去最

高の水準となっている。 

その次に大きなシェアを占めている固定資産税については、これまで約 20 年

近く、安定的に８兆円台後半で推移しており、安定的な税である。平成 11 年頃

をピークに若干の減少傾向となっていたが、近年は９兆円を超える過去最高水

準まで持ち直している。 

地方法人二税については、景気動向に大きく影響を受けるため、リーマンシ

ョック後の平成 21 年に大幅に減収しているものの、近年持ち直してきており、

平成 31 年度には、固定資産税収に匹敵する規模となった。令和元年以降、新型

コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大等の影響もあり減収となっていたが、

令和５年度の地方財政計画額においては 8.6兆円（特別法人事業譲与税を含む）

を計上するなど、再び回復傾向となっている。 

さらに、地方消費税については、平成 26 年４月の消費税率引上げ後は概ね４

兆円台後半で推移しており、令和元年 10 月からの消費税率 10％への引上げ後

では、平年度ベースで概ね６兆円程度の収入となっている。 

 このように、近年の地方税収は伸びてきているが、地域間の財政力格差につ

いては留意をする必要がある。人口一人当たりの税収額の指数を確認すると、

地方税全体では最大と最小の差が 2.1 倍となっている。このうち、個人住民税

や固定資産税は、地方税全体と同様にそれぞれ 2.5 倍、2.3 倍の格差がある状況

であるのに対し、地方消費税は清算後の推計値で 1.2 倍と比較的偏在性が小さ

くなっている。その一方で、地方法人二税は 3.5 倍と、偏在度が他の税目に比

して高い状況となっている 2。 

 中長期的な観点からは、足下の好調な地方税収が今後も継続的に維持できる

かという点について、必ずしも楽観できる状況にない。そのため、本研究会にお

いては、地方税に影響を及ぼすことが考えられる人口動態や経済のグローバル

化、デジタル化等について、実態と今後の動向について概観した上で、経済社会

構造の変化を見据えた今後の地方税制度における課題と方向性を検討した。 

 

  

2 地方税全体及び地方法人二税には、特別法人事業譲与税を含む。 
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Ⅲ 経済社会構造の変化とその影響 

 

１ 人口減少・少子高齢化 

 

（１）人口動態・人口構造の変化 

 

国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計によると、我が国の総人口

は、2008 年の１億 2,808 万人をピークに減少に転じ、その後も減少し続け

ることが見込まれている。総人口は 2040 年の 1 億 1,092 万人を経て、2053

年には 1 億人を割って 9,924 万人となり、2065 年には 8,808 万人になるも

のと推計される 3。 

また、老年人口（65 歳以上）が増加し続ける一方で、生産年齢人口（15～

64 歳）や若年人口（14 歳以下）は減少し続けることが予想されている。生

産年齢人口は 1995 年の国勢調査では 8,726 万人に達したが、その後減少局

面に入り、2065 年には 4,529 万人となる。老年人口は、第二次ベビーブー

ム世代が老年人口に入った後の 2042 年に 3,935 万人でピークを迎える。平

成 27 年度の人口規模別の市町村の人口動態をみると、ほぼすべての団体で

自然減となっている一方で、社会増減では、人口規模の大きい団体で転入超

過、人口規模の小さい団体で転出超過となっている。人口規模にかかわらず

全ての団体で、人口の数％ずつの転入・転出が一年のうちに発生しているこ

とがわかる。 

また、住民１万人当たりの転入・転出の数については、人口規模が小さく

なるにつれて転入・転出がそれぞれ少なくなっていく傾向がある。ただし、

特に３千人未満の団体を見ると、住民１万人あたりの転入・転出数が若干大

きくなる傾向が見られる。この内訳をより詳細にみてみると、離島や山間部

における転入者が多く、近年、都市部からの過疎地域への移住者が増加して

いる調査結果等もあることから、小規模な市町村における移住者の増加も一

定程度見受けられることがわかる。こうした移住者が、移住した後定住して

いるのか、一定期間を経て元の居住地に戻っているのかについては、明確な

データはないが、近年の特徴的な事例として、３,40 代の夫婦や子連れ世帯

の東京圏からの移住が多いことから、生活の本拠をそれまでの地域から別の

地域へ移す選択が起きていることが一定程度うかがえる。 

一定の時期における地方圏から都市圏への転入や転出の発生は、近年始ま

ったことではなく、過去からも生じている現象である。一般的には、大学進

学期において地方圏では転出超過となり、一方で、就職期において若干の転

入超過になり、以降あまり大きな動きがなく、退職期に地方圏において転入

超過が生じる傾向がある。近年の特徴としては、就職期においても地方圏に

回帰する傾向がなく、むしろさらなる転出超過が生じている。大学進学期及

3 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成 29 年推計） 
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び就職期の二段階において、地方圏からの転出超過が起きていることから、

三大都市圏への集中が高まっていると言える。その上で、退職期における地

方圏の転入超過は、昔に比べて増えてきている傾向にある。 

   また、働き方やライフスタイルの変化、ICT 技術や交通の発展により、人

口移動も多様化している。一人の人のライフステージに着目をして、その

人口移動の動態を見ると、これまでも一定の時期に地方部から都市部へ人

口の流出が見られ、また一定の時期に都市部から地方部への人口の回帰が

見られる動きがあったが、近年、特に就職期における都市部への人口流出

が激化する一方で、退職期における地方圏への人口流入は増える傾向にあ

る。このように生まれ育った地域、働いて税を納める地域と老後を過ごす

地域が異なるケースが増えている中で、納税する地域と行政サービスを享

受する地域が一致しない実態が増えてきているのではないかと考えられる。 

また、コロナ禍を契機として、テレワークの導入等の働き方改革が進展す

る中で、国民の地方への関心が高まっており、１年という期間の間において

も、同一の個人が、サテライトオフィス等を利用し、２地域で居住するとい

ったワークスタイルも可能となってきている。さらには、単身赴任等によっ

て、家族が複数地域に分かれて居住するケースや住民登録をしないまま移動

することも考えられる。 

今後は、このような人口動態や多様な働き方・ライフスタイルの変化に伴

う経済社会構造の変化を踏まえた検討が必要である。 

   

（２）土地利用・都市のあり方等 

 

以上のような人口動態・人口構造の変化は、地価や住宅建設需要等に影響

を与えることも考えられる。 

国土交通省の「地価公示」によると、地価は平成３年以降長期的にみると

下落傾向にあり、近年は安定して推移している。また、新設住宅着工戸数は

平成９年以降長期的にみると減少傾向にある。 

空き家数については、過去から一定程度存在するものの、特に近年増加 

ペースが加速している。民間シンクタンクによる今後の推計では、2033 年

には空き家数が 2,170 万戸と、その割合は 30.4％にまで増加するとの推計

があり、住宅総数が堅調に伸びていく一方で、３戸～４戸に１戸は空き家に

なるほどに増加することが見込まれている。空き家数が全体として増加する

中では、今後は大都市部などにおいても多くの空き家が発生していく可能性

も考えられる。 

所有者不明土地についても、近年、増加傾向にある。平成 28 年度地籍調

査における土地所有者等に関する調査結果（国土交通省実施）によると、所

有者不明の割合は、全体で 0.41％程度とされている。一方、一般財団法人

国土計画協会の所有者不明土地問題研究会が実施した土地の相続登記に係

るアンケートに基づき、今後、土地の相続意向がない、または、相続意向は
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あるが登記しないという回答をした者の割合から拡大推計すると、今後こう

した所有者不明土地は増え続けていくのではないかとの推計もある。 

空き家や所有者不明土地については、主に地方圏や林地において比較的多

く発生している状況にあったが、都市部においても一定程度発生しているも

のであり、こうした都市部における空き家や空き地問題が、昨今、「都市の

スポンジ化」という現象として、今後更に増加していくのではないかと注目

されている。 

都市のスポンジ化は、そこに居住する利便性や魅力の低下、コミュニティ

の弱体化につながり、人口の郊外流出等によって、さらなる低密度化を招く

悪循環を生み出すことになることが考えられる。また、その結果として地価

の下落につながることも懸念され、固定資産税収にも影響する恐れが考えら

れる。     

その他、持ち家保有者の高齢化、死者数の増加による相続機会の増加が見

込まれることに伴い、空き家、所有者不明土地の発生可能性が高まることも

考えられる。 

 

（３）人口動態・人口構造の変化が地方税収等に与える影響 

 

今後の人口動態・人口構造の変化により、将来の地方税収等に影響が生じ

るものと考えられる。例えば、生産年齢人口の減少に伴い、所得の減少や不

動産価格の低下が生じれば、地方税収が減収となる可能性がある。また、高

齢者数の増加に伴い、医療・介護等の社会福祉・高齢者保健福祉のニーズが

高まれば、歳出の増加が見込まれる。 

これについて、令和元年度の本研究会においては、今後の地方税制のあり

方について議論を進めていく基礎とするため、予想される人口減少や少子高

齢化が、各市町村の将来の地方税収及び必要な歳出（以下、「地方税収等」

という。）にどのように影響するかについて、2040 年の地方税収等のシミュ

レーションを行い、2015 年との比較を行った 4。 

その結果、2015 年から 2040 年にかけて、市町村計で、総人口は 14.0％の

減少（生産年齢人口は 24.2％の減少）となり、地方税総額は生産年齢人口

と同程度の 24.7％の減少となるが、基準財政需要額の総額は 0.3％の減少

となりほぼ変わらないことが見込まれた。地方税収を税目別に見ると、個人

住民税は 30.7％の減少、法人住民税は 30.8％の減少である一方、固定資産

税は 18.9％の減少が見込まれた。 

また、納税者の中心と考えられる生産年齢人口１人当たりで見ると、生産

年齢人口１人当たり地方税総額はほぼ変わらない一方で生産年齢人口１人

当たり基準財政需要額は約３割増加し、両者の差が拡大することが見込まれ

                                                   
4 シミュレーションの詳細については、「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関す

る調査研究会報告書（令和２年３月）」参照。 
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た。 

結果として、2015 年から 2040 年にかけて、地方税収と基準財政需要額の

差が拡大することが見込まれた。すなわち、人口減少・少子高齢化の進行に

伴い、地方税と地方交付税等で対応すべき所要一般財源が増加することにな

ると考えられる。この推計結果を踏まえると、今後、高齢化の進行等に伴い、

社会保障関係費を中心とした財政需要が増加する中で、これに対応するため、

地方交付税とあわせて地方税収を確保することにより、必要な一般財源を確

保していくことが課題となるものと考えられる。 

また、人口減少等が税収に与える影響に関して、平成 30 年度の本研究会

においては、人口減少時代の都市経営と地方税制について、委員からヒアリ

ングを行うとともに、対応策について、以下のような議論を行った。 

・人口減少時代において、地方税を安定的に確保するためには、地域経済循

環による税収増をどう図るかという視点が重要ではないか。 

・都市の大きさが変わらないにもかかわらず、人口が減少し、都市内に使わ

れない空間が小さい穴があくように生じ、密度が下がっていく都市のスポ

ンジ化が進展しており、スポンジ化は中長期的に地価下落を通じて固定資

産税の減少をもたらす。 

・高齢化による社会保障経費の増を考慮に入れると、コンパクト化による社

会資本更新費用の抑制とともに、地域経済活性化(「地域経済循環」)によ

る税収増を図る「成熟型」都市経営という視点が不可欠。公共交通網の充

実を柱とした富山市が代表事例となる。 

・一方、新たな構想としては、ドイツで取り組まれているように、地域でエ

ネルギー供給事業を立ち上げ、域内賦存エネルギー資源(再エネ)を活用し、

地域付加価値(＝利潤＋雇用者報酬＋税収)の創出が重要。地域経済基盤を

強化することで、地域にもたらされる利潤・雇用・税収が増加する。 

・その際、エネルギー供給事業の収益はインフラの維持管理にあて、地方税

収は教育・福祉などの「非収益」事業に集中的に充当する。 

 

 （４）人口減少・少子高齢化等に対応した諸外国の税制 

 

人口減少・少子高齢化等に対応した諸外国の税制について把握するため、

少子高齢化が進展する中での税制面での対応や課題認識、地方自治体の課税

自主権の制度と運用の状況など、各国の税制を巡る動向について、令和元年

度の本研究会において海外調査を行った。 

調査結果として、ドイツとフランスでは、人口動態に相違はあるものの、

少子高齢化が税財政制度に大きな影響を与えるとの認識で共通していた。特

に、税収の減少が見込まれる一方で、高齢者向けの支出の増加が予想されて

おり、地方自治体の財源確保と安定化が課題になるとの認識を持っていた。  

これらの課題への対応については、それぞれの国の地方自治・地方税財政

制度を前提として、以下のような取組の状況や意見を確認することができた。 
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・国・地方を通じた税体系における付加価値税（共同税）の充実 

・社会保障を担う地方自治体の税収の安定化 

・地方財源の確保のため、税収の確保、歳出の見直しと併せて適切な財 

政調整 

こうした考え方は、我が国の今後の地方税制のあり方を検討する上でも参

考となると考えられる。 

また、調査の中で、地方自治体の課税自主権が、人口減少・少子高齢化へ

の対応策としては税収規模が極めて小さいものの、地域の課題への対応策と

して運用されている状況についても確認することができた。 

 

 （５）外国人住民への対応 

 

経済のグローバル化や国際的な人の移動の増加に伴い、在留外国人も増加

してきた。人口減少・少子高齢化が進行する中で外国人技能実習制度の拡充

が行われたことも、その背景にあると指摘される。コロナ禍による一時的な

減はあるものの、今後も在留外国人の増加が見込まれる中、地方税、とりわ

け個人住民税においては、適正な賦課徴収のための対応が必要となる。我が

国は既に人口減少局面にあり、外国人に対し、労働力や人口減少への貢献に

対する期待があると考えられる。住民基本台帳に基づく 2021 年１月１日現

在の外国人住民は、約 281万人と前年と比べ 1.92％の減少となったものの、

それまでは 2015 年から６年連続で増加している。国籍・地域を見ると、多

い順に、中国、ベトナム、韓国、フィリピン、ブラジル、ネパール、インド

ネシア、米国などとなっており、文化や言語が多岐にわたっている。令和３

年末の在留資格別に見ると、永住者（30.1％）、特別永住者（10.7％）、技能

実習（10.0％）、技術・人文知識・国際業務（10.0％）となっている 5。 

技能実習生は年々増加していたが、コロナ禍により減少している。今後、

2019 年４月に創設された「特定技能」も含め、外国人が増加していくと考

えられる。そのため、納税に関する外国人住民への対応も重要となってくる

と思われる。 

2018 年に策定された「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」

においては、一定程度の滞納のある外国人に対し在留資格変更許可申請等を

不許可とすることや、受入れ機関への適切な指導など、納税義務の履行の確

保のための措置も記載されている。 

 このような状況を踏まえ、令和２年度の本研究会においては、外国人住民

の増加により生じる個人住民税の課題について、地方団体からヒアリングを

行うとともに、対応策について議論を行った。 

外国人の増加により、個人住民税の徴収に様々な課題が生じている。個

人住民税は、１月１日に住所を有する住民について、前年の所得に対し課

                                                   
5 「令和３年末現在における在留外国人数について」（令和４年３月 29 日）出入国在留管理庁 
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税される仕組みであり、所得の発生と納税に時差が生じることなどから、

納税通知書の発送時には国外転出していて徴収できないケース、出国前に

居住していた市町村が出国後の連絡先を得られないケース、在留資格の更

新時に個人住民税の納税証明書が必要となった時点で初めて滞納が判明す

るケース等がある。 

個人住民税の滞納の解決策としては、特別徴収を徹底するための実務での

対応（事業者に対する給与調査、事業者からの納税指導、所得税の源泉徴収

を行っている事業者に対する個人住民税の特別徴収の指定を確実に行うこ

と）、出入国在留管理庁や国税庁間での、出入国情報や源泉徴収を行ってい

る所得税の情報についての連携強化、帰国時の対応（納税管理人の選任の実

効性向上、一括徴収制度や公示送達制度の見直し、納税通知書の電子的送付

等）等が考えられるほか、デジタル技術が進展すれば、国税庁や企業と連携

することにより、所得税の源泉徴収と併せて個人住民税を徴収するような仕

組みを構築することも検討することが可能となることも考えられる。 
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２ 経済のグローバル化・デジタル化 

 

（１）企業の活動・組織形態 

 

  企業活動をとりまく環境については、労働力の減少や国内市場の縮小と

いった人口減少の影響に加え、グローバル化による国際競争の激化がもた

らす一層の経営効率化の要請や ICT 技術の急速な発達と普及、消費者ニー

ズの多様化等によって、企業の組織形態のみならず、産業構造のサービス産

業へのシフトといった企業活動そのものが大きな変化に直面している。平

成 30 年度の本研究会においては、各種データ等から読み取れる全体的な概

況を踏まえ、さらなる実態調査のために、企業に対してアンケート調査を行

い、その結果を取りまとめた。 

大きな流れとして、産業構造が製造業からサービス産業へシフトしている。

また、グローバル化の進展や ICT 技術の進展による電子商取引も拡大して

いる。業種の特性によるものの、本店所在地の東京や大都市部への集中の傾

向は依然高く、支店・事務所等についても、全国的な分布は少数にとどまっ

ている。他方で、ICT 技術の発展等の影響により、売上げの対象となる顧客

や事業活動の分布については、全国的に展開している企業が増えてきている

傾向にある。 

こうした中において、企業所得の源泉地や、実質的な意味での企業活動 

の場所については全国的に分布している一方で、現在の地方法人課税の課税

権の仕組みの下では、納税地は本社や支店等の所在地に限定されざるを得な

いことから、実質的な税源と税収が一致しない状況が拡大していることが考

えられる。 

その他、企業組織の変化としては、資本金１億円以上の純粋持株会社が増

加していること、国内に子会社を保有する企業が増加していることなどがあ

るが、さらに近年の特徴として、フランチャイズチェーン化が進んでいるこ

となどもあげられる。 

  企業の組織形態を見ても、持株会社化、分社化（地域子会社化等）等を自

由に行うことが可能となっている中で、税収という観点からは、本店所在地

等への集中の傾向も高まっていくこととなる。また、フランチャイズ事業の

拡大等も当該事業を行う本部会社の利益が本店等が所在する地域に集中す

る構造になっており、経済活動の範囲が広範に及んでいるにもかかわらず、

特定の地域への税収の集中を招くこととなっている。 

  また、こうした企業活動や企業組織の変化は、小売やサービスの統計デ 

ータだけでは、地方消費税の清算を消費の実態との関係で正確に行うこと

が難しいという事情を拡大する要因ともなる。 

こうした問題については、近年の税制改正における取組み（地方法人課 

税の偏在是正、地方消費税の清算基準の見直し）によって対応が図られてき
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ているが、経済活動は今後も変化し続けていくことが想定される。 

 

 （２）デジタル社会への対応 

 

   地方税務手続のデジタル化は、納税者の利便性向上や、納税者・課税庁双

方の事務負担の軽減につながるだけでなく、ポストコロナ・ウィズコロナ

という観点からも重要である。こうした観点から、令和２年度の本研究会

では、地方団体における住民サービス向上と税務事務の改革に向けた取組

みや課題等について議論を行った。その中で、今後の課題としては以下の

ようなものが挙げられた。 

  ・税務情報のセキュリティの確保 

    新たな税務基幹システムでは、クローズドの現行システムと異なり、

在宅勤務やモバイル端末を用いた現地調査での利用を可能とすることを

考えており、そのためには万全のセキュリティの構築が不可欠となる。 

・デジタルトランスフォーメーション実現に向けた法整備 

将来的に ICT を活用した国税・地方税の情報連携を更に推進し、また、

例えば納税通知書や督促状を電子的に送付できるようにするためには、地

方税法等の規定の整備が必要となる。今後のデジタル化の進展と併せて検

討していくことが必要ではないか。 

・個人認証基盤との連動 

    将来的に納税通知書を電子的に送付できるようにするためには、eLTAX

の使い勝手の向上と、電子的通知に不可欠な本人確認のためのマイナン

バーの利用、マイナポータルの普及が必要ではないか 。 

 

 （３）経済のデジタル化に伴う税制上の課題への諸外国の対応と新たな国際

課税ルールの議論の状況 

 

経済のデジタル化の進展に伴い、物理的な拠点なく事業を行う外国企業に

対して市場国が適切な法人課税を行えないといった国際課税原則の問題が

顕在化しており、これに対応するため、OECD を中心に、国際的な合意形成

に向けた議論が進められている。令和元年の本研究会においては、人口減少・

少子高齢化等への税制上の対応をあわせて、いわゆるデジタル課税について

も、ドイツ・フランスの当局から考え方や対応を聴取した。 

ドイツ、フランスの両国に共通して、現行の国際課税原則には物理的な拠

点なく事業を行う外国企業に対して市場国が適切な法人課税を行えないと

いった課題があり、国際的な合意の下でこれを見直すことにより、多国籍企

業に対して適切な課税を行っていくことが必要という立場を確認できた。 

新たな国際課税ルールについては、その後、令和３年７月１日に、OECD/G20

「BEPS 包摂的枠組み」は、２つの柱から成る解決策に大枠合意し、同年 10
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月８日に合意がなされた。今後、多国間協定の策定等を経て、国内における

法制化が進められるものと考えられる。 

 

 （４）自動車を取り巻く環境変化への対応 

 

経済のグローバル化、デジタル化は自動車を取り巻く環境の変化をもたら

しており、技術革新による自動車の電動化の加速や保有から利用へのシフト

の拡大に伴い、国・地方を通じた重要な財源である車体や燃料に係る税収へ

の影響が予想されている。今後、中長期的な視点に立って、自動車関係諸税

のあり方について検討を深めて行く必要がある。このような観点から、令和

元年度に本研究会の下に「自動車関係諸税に係る調査研究ワーキンググルー

プ」を設置し、海外調査を行った。その結果も踏まえ、令和３年度の同 WG

において議論を行い、報告書を取りまとめた 6。報告書を踏まえた車体課税

のあり方については、後に詳述する。 

なお、地域交通の確保を巡る課題について、人口減少が進行する中で、地

域公共交通の維持・確保は一層深刻な課題となっていくことが見込まれるこ

とから、令和２年度の本研究会では、フランスと米国ポートランドの事例に

ついて外部有識者から報告を受けた上で議論を行った。議論の結果、交通税

の意義と課題に関する我が国への示唆として、以下のことが挙げられた。 

・ 公共交通の独立採算からの脱却に不可欠な財源であり、公共交通から

生み出される社会的便益（福祉・環境の側面）の内部化、自動車交通（イ

ンフラ整備への公費投入）と公共交通のイコールフッティングにつなが

るのではないか。 

・ 税率操作権を活用した広域的な公共交通のネットワーク化や運輸連合

の結成、LRT 等の導入促進により、「都市内」交通から「都市圏」交通へ

の発展につながるのではないか。 

・ 税収を活用した公共交通の充実や低運賃政策等に伴う副次的効果とし

ての環境改善効果があり、地方環境税としての可能性につながるのでは

ないか。 

 

 

  

                                                   
6 「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会 ―自動車関係諸税に係

る調査研究 WG― 報告書」（令和４年３月） 
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Ⅳ 地方税制における今後のあるべき姿と方向性 
 
 これまで見てきたような経済社会構造の変化等を踏まえ、各税目について今

後のあるべき姿と方向性を議論した結果は、以下のとおりである。 
 
１ 個人住民税 
 

本格的な人口減少局面を迎える中で、個人住民税においては、中長期的な税

収の確保が課題となる。特に、人口規模の小さい団体においては、人口規模の大

きい団体に比して、平均的に生産年齢人口の減少や転出超過がより進行してお

り、こうした地域における税収の確保は深刻な課題である。 
個人住民税は、地域社会の費用について住民がその能力に応じて広く負担を

分任するという性格を有し、また、応益課税の性格を明確化する観点から比例

税率により課税されている。こうした基本的な性格を踏まえながら、今後の個

人住民税のあり方について検討を進めるべきである。 
また、個人住民税は、市区町村の基幹税として身近な行政サービスを支える

観点から、偏在度が拡大せず、各地域の財政需要とのバランスの良い税収の分

布が実現する方向を望ましい将来像として考えるべきである。 
 

（１）個人住民税の税収確保のあり方 
 
今後、平均給与額が高い 40、50 歳代を含む生産年齢人口が減少する一方

で、所得が比較的低い高齢者人口が相対的に増加する。 
中長期的な税収確保という観点からは、地方団体の歳出の増加に対応して、

後述する金融所得課税を含めた税率の引上げや各種控除及び特例措置の見

直しなど課税ベースの拡大の検討を行うべきである。また、非課税限度額の

水準が社会保障制度に与える影響を踏まえながら、均等割の税率についても、

森林環境税等の税率とあわせて社会・経済情勢に応じた検討が必要である。 
 
 （２）金融所得をはじめとする分離課税のあり方 

 
現行制度においては、所得に占める金融所得等の割合が高い高所得者ほど

税負担率が低下する状況にあり、所得税においては「１億円の壁」が指摘さ

れている。 
金融所得課税等は、これまで、国・地方一体となって制度設計がなされて

きた。地方団体の決定権という視点も重要ではあるが、金融所得課税等につ

いては、国税との一体性に配慮すべきである。 
地方分の税率については、税率設定当時の所得割の最低税率と合わせて

５％とされた経緯があるが、所得割については、三位一体改革を経て、現在

では 10％の比例税率が採用されている。個人住民税が地域社会の会費的性
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格を有することからすれば、所得の種類にかかわらず同水準の税率とするこ

とが望ましく、高所得者ほど税負担率が低下しないように地方税分の税率に

ついても引き上げる方向で検討すべきである。 
また、分離課税の中でも金融所得課税は地域間の偏在が大きいことにも留

意する必要がある。既存の源泉課税の仕組みを維持しつつ、地域の偏在がこ

れまで以上に広がらないような仕組みを検討する必要がある。 
令和５年度税制改正では、所得税において、税負担の公平性の観点から、

極めて高い水準の所得について最低限の負担を求める措置が導入されるこ

ととなった。これを踏まえ、個人住民税においても、より公平な税制とする

ためにどういった方策が考えられるのか、今後の検討課題となろう。 
 

（３）ライフスタイルの変化を踏まえた個人住民税のあり方 
 
個人住民税は、１月１日現在の住所地の地方団体がその年分の課税主体と

なるものであり、家屋敷課税を除けば、ある年における納税先の地方団体は

１団体となっている。一方で、近年では、同一の個人が、同一年に２地域以

上で居住するといったライフスタイルも可能となっている。首都圏に比較的

近い地域においては、新型コロナウイルス感染症の拡大前と比して転入超過

が増加していることから推測すると、一年のうち一定期間のみを主たる本拠

とは異なる地域で居住する者が増加しているのではないかとの指摘もあり、

また、感染症の拡大を契機として、今後ますますこうしたライフスタイルが

広がっていく可能性もある。 
このようなことを踏まえると、実務上の課題はあるが、二地域居住のよう

なライフスタイルが増えていくことを踏まえた個人住民税のあり方を模索

すべきである。その際、選挙権に直結する住民登録のあり方等についてもあ

わせて検討する必要がある。 
上記検討に当たっては、まず、二地域居住や多地域居住の実態を把握し、

二地域居住や多地域居住をしっかりと定義すべきである。また、住民登録地

以外の各地域において個人がどのように行政サービスを受けているかとい

う点については、把握できるデータが存在するのかという点に加え、個人に

とっての受益に応じた課税をどこまで厳密に考えていくのかといった点も

含めて考える必要がある。 
加えて、働き盛りの年齢時の住所地へは多額の納税を行う一方で、介護・

医療等のサービスを受ける年齢には別の地域に居住している例などが考え

られることや、外国人労働者を含む出国者の出国前の所得に対して必ずしも

適切に課税できない状況が生じていることに関して、応益課税としての個人

住民税のあり方をどう考えるか、さらには、行政サービスを担当する地域の

税収を十分に確保する観点や各地域に適切に税収を帰属させていく観点か

ら、現行制度のように所得を得た翌年の 1 月 1 日現在の住所地に対して全

額を納付する制度について将来に向けた課題がないかについても、検討が必
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要である。 
 

（４）ふるさと納税制度 
 
ふるさと納税制度については、その趣旨を踏まえ、寄附金控除を行う団体

の「寛容」と寄附金を受領する団体の「感謝」という連帯意識に立脚した制

度とすべきである。その上で、当分の間は、現在の指定制度が適切かつ安定

的に運用されるよう留意すべきである。 
近年の寄附額の伸長により、都市部を中心とする団体では個人住民税の大

幅な減収が生じ、「寛容」と「感謝」という連帯意識に立脚した制度のあり

方に疑義が生じつつある。現行のふるさと納税制度には、高所得者ほど特例

控除額の上限額が高くなるという課題等があり、都市部からは制度の見直し

を求める声もあることから、制度の趣旨を大切にしながら、都市と地方の連

帯意識が持続する制度のあり方を模索すべきである。 
 
 
２ 地方法人課税 
 

企業活動をとりまく環境は近年ますます変化しており、産業構造自体が従来

の製造業中心の構造から、サービス産業へシフトしている。また、グローバル化

の進展や ICT 技術の進展による電子商取引も拡大している。 

ICT 技術の発展などの影響により、売上の対象となる顧客や事業活動の分布

については、全国的に展開している企業が増えてきている傾向にある。他方で、

現在の地方法人課税の課税権の仕組みの下では、納税地は本社や支店等の所在

地に限定されざるを得ないことから、実質的な税源と税収が一致しない状況が

拡大していることが考えられる。 
企業の組織形態を見ても、持株会社化、分社化などを自由に行うことが可能

となっている中で、税収という観点からは、本店所在地等への集中の傾向も高

まっていくこととなる。また、フランチャイズ事業の拡大等も当該事業を行う

本部会社の利益が本店等が所在する地域に集中する構造になっており、経済活

動の範囲が広範に及んでいるにもかかわらず、特定の地域への税収の集中を招

くこととなっている。 
こうした問題については、近年の税制改正における取組みによって対応が図

られてきているが、今後の税収の動向や企業活動の態様の変化にも留意しつつ、

地方法人課税のあり方を検討していくべきである。 
 

（１）地方法人課税のあり方 
 
産業構造自体が従来の製造業中心の構造から、サービス産業へシフトして

いること、また、グローバル化の進展や ICT 技術の進展による電子商取引も
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拡大していることなど、企業活動も大きく様変わりしていく中で、地方法人

課税も時代に合ったものにしていくことが求められている。 
特に地域間の財政力格差の拡大や経済社会構造の変化等に対する対応と

して、令和元年度改正において特別法人事業税・譲与税制度が創設されたこ

とにより、地方法人課税の各地域への適切な税収帰属については、既にマク

ロ的に構造的な課題への対応が行われている。一方で、将来の地方税制のあ

り方を検討する上では、経済社会情勢の変化に応じた外形標準課税の適用対

象法人等のあり方や分割基準のあり方等について引き続き検討していくべ

きである。 
 

（２）外形標準課税の適用対象法人等のあり方 
 
外形標準課税は、税負担の公平性の確保、応益課税としての税の性格の明

確化、税収の安定性、経済活性化の促進等の観点から、資本金１億円超の普

通法人に対して導入されたものである。法人事業税の外形標準課税は法人の

事業活動規模に応じた課税であり望ましいものであるが、税負担が小規模な

企業の経営に与える影響等の観点から資本金１億円以下の中小法人には外

形標準課税は適用されていない。 
外形標準課税は、国際競争の中での成長促進税制としての側面からも、数

次の税制改正を経て外形標準課税部分の拡大が図られ、大法人に対する税制

として定着してきた経緯がある。 
一方で、外形対象法人数が年々減少しており、ピーク時の７割程度となっ

ている。その要因としては、法人の「減資」や「組織再編（合併等）」など

様々考えられる。外形標準課税の制度趣旨は前述のとおりであり、今後、外

形対象法人数の減少が続けば、税収の安定性等その導入意義が損なわれる事

態が懸念される。 
まず、法人の規模や様々な組織形態を見る上で、累次の会社法の改正等を

背景に資本金の意義は低下してきており、外形標準課税が法人の事業活動規

模に応じて課税する趣旨であるにもかかわらず、必ずしも資本金が法人の事

業活動規模を表していない例もある。特に、事業活動規模自体は変わらない

にも関わらず、資本金を１億円以下に減資することにより外形標準課税の対

象から外れることが起きている。企業行動に歪みを生じさせないためにも、

資本金のみに依っていた基準を見直し、資本金以外の指標も組み合わせるこ

と等を検討すべきである。その際には、これまで事業活動規模の大きい法人

として資本金１億円超の法人を適用対象としてきた経緯や事情を踏まえれ

ば、法人の事業活動規模が実質的に大きいと見なしうる法人に外形標準課税

を適用する方策を模索することが適切である。 
また、企業の経済活動が複雑化・多様化する中、法人の経営判断により持

株会社化、分社化等の企業組織の変更が行われることが増加しており、もと

もと一つの外形対象法人だった企業体が分社化した子会社を資本金 1 億円
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以下の中小法人とすることで外形標準課税が課されなくなるケースもある

ことから、この課題への対応も必要であり、対応策を検討すべきである。 
 

（３）地方法人課税における偏在是正措置のあり方 
 
これまで、地方法人特別税・譲与税の創設、地方法人税の創設（法人住民

税の税率引き下げ）、地方法人特別税・譲与税の廃止と特別法人事業税・譲

与税の創設など、一連の偏在是正の取り組みが行われてきた。 
これらの措置は、いずれも地方法人課税の一部を分離し、国税化して、そ

の税収を地方団体に再配分する仕組みであるが、その税収の全額を交付税及

び譲与税配付金特別会計に直入し、譲与・交付する仕組みとすることにより、

地方税財源としての位置付けを明確にしてきている。 
令和元年度改正における特別法人事業税・譲与税制度創設までの一連の偏

在是正の取り組みにより、地域間の財政力格差の拡大や経済社会構造の変化

等に対する地方税制上の対応は行われてきたと言える。今後、中長期的に経

済社会情勢が大きく変化する場合や、税制全体の抜本的な見直しが行われる

ような場合には、その時点において、あるべき地方税制の観点から検討を行

うべきである。 
 

（４）国際的な課税原則の見直しに伴う対応 
 
国際課税上の課題への対応は喫緊の課題であるとの認識のもと、2021 年

10 月、ＯＥＣＤ／Ｇ２０「ＢＥＰＳ包摂的枠組み」において、国際的な合

意がまとめられた。本国際合意は、税制の不確実性をもたらす一国主義的な

課税措置の拡散を防止する観点から、100 年来続いてきた国際課税原則を見

直し、市場国に新たな課税権を配分すること（「第１の柱」）と、多国籍企業

グループが最低限の法人税負担をすることを確保するためのグローバル・ミ

ニマム課税（「第２の柱」）を導入していくことの２つの柱から成る。 
今回の国際的な課税原則の見直しは、必ずしもＰＥなければ課税なしとい

う原則を根本から見直すものではないが、ＰＥを基準に課税権の有無を決め

るという国際課税原則が、現在の企業活動には合わない部分が出てきている

ことに端を発し、巨額の売上がある大企業について利益の一部を市場国に分

配するものとなっている。また、軽課税国にある子会社（又は親会社）の税

負担が最低税率に至るまで親会社（又は子会社）の国で課税する最低税率課

税についても、各国で導入に向けた動きがある。 
国際合意に則った法制度の整備を進める際、それぞれの制度の性格や課税

の対象等を踏まえつつ、国・地方の法人課税制度を念頭に置いて検討するこ

とが必要である。 
また、国際的な課税原則の見直しも一つの契機として、地方法人課税制度

－17－



 
 
 

のあり方についても、考えていく必要がある 7。 
 

 （５）分割基準のあり方 
 
分割法人においては、事務所数や従業者数により課税標準を分割している

が、企業活動の変化や勤務形態の多様化により、製造業を念頭に定められた

現行の基準によって事業活動規模を的確に表すことができているのか議論

の余地がある。特に、地方法人課税における事務所・事業所については、人

的及び物的要素が必要とされており、国際的な課税原則であるＰＥ（主とし

て物的要素のみで判断）よりも狭い概念となっている。 
事務所・事業所とＰＥとの関係については、国際的な局面では、執行管轄

権との関係で税務調査や徴収をどうするかという観点からＰＥ概念という

ものが使われてきたという経緯があるものの、各団体の課税権を設定するた

めの事務所・事業所の概念とは成り立ちが違うため、直ちに事務所・事業所

をＰＥにあわせることは考えにくい。 
近年、従来の製造業中心の産業構造からサービス産業化が進むととも

に、再生可能エネルギー施設や、デジタル化の進展に伴いＡＩやＩＣＴを

活用した無人の店舗や倉庫、工場等も事業活動における重要な拠点となっ

ており、その傾向は今後も進展していくと想定される。経済社会情勢の変

化という観点から、事業活動が行われる地域と税収が帰属する地域が一致

しない状況が拡大している。従来の事務所・事業所に該当しない場合であ

っても事業活動が行われている地域であると言えるような場合にあって

は、分割基準の対象となるよう整理していくことも考えられる。 
なお、本社事業所における売上額と付加価値額の対全国シェアを見る

と、売上額で見たときよりも付加価値額で見た方が、東京都や愛知県のシ

ェアが大きくなっており、これは、本社部門の間接経費として製造部門や

工場からの経費移転が行われ、付加価値額に反映されているのではない

か、との指摘もあった。 
                                                   
7 令和５年度税制改正においては、特に第２の柱について議論が進み、年間総収入金額が 7.5

億ユーロ以上である多国籍企業を対象として、最低税率 15％以上の課税を確保する仕組みと

して、IIR（所得合算ルール）、UTPR（軽課税所得ルール）、QDMTT（国内ミニマム課税）の３

つを導入することとされた。 

このうち、IIR・UTPR は、外国に所在する法人等が稼得する所得を基に課税する仕組みであ

り、課税対象と地方公共団体の行政サービスとの応益性が観念できないため、法人税による

税額と地方法人税（税収の全額を地方交付税により配分）による税額が 907：93 の比率とな

るよう制度を措置することとされた。 

一方、QDMTT は、内国法人等が稼得する所得を基に課税する仕組みであり、応益性が観念で

きること等を踏まえるとともに、簡素な制度とする観点から、法人住民税・法人事業税相当

分については、地方法人税に含めて国で一括して課税・徴収、地方交付税により地方に配分

することとし、法人税による税額と地方法人税による税額が 753：247 の比率となるよう制度

を措置することとされた。 
上記の考え方に沿って IIR については令和５年度税制改正によって措置し、UTPR・ QDMTT

は令和 6 年度税制改正以降に措置することとされた。 
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将来のあり方を検討する上では、前述した国際的な課税原則の見直しや経

済社会情勢の変化を踏まえて、法人の事業活動規模を的確に表す分割基準の

あり方について検討し続けることが地方自治という観点からみても必要で

ある。 
 
３ 固定資産税 
 

固定資産税は、地方税の中核をなす基幹税として、今後とも安定的な税収の

確保が必要であるが、本格的な人口減少が進行していく中で、資産の利用ニー

ズの減少あるいは消滅といった状況が深刻化する地域が増えていくことが懸念

される。地方部における市町村の最重要財源であることや、地域社会の健全な

維持のためにも各地域に所在する固定資産の適切な利用や管理が重要であるこ

とを踏まえれば、固定資産税の適切な課税を将来にわたって継続していくこと

は、地方自治の将来像における最も重要なポイントの一つと言って良い。 
土地・家屋への課税については、人口減少・高齢化の下で当該地域に居住しな

い者への相続の機会が増加するのに伴い、所有者不明の土地や空き地・空き家

等が更に増加することが懸念される。一方で、不動産登記法が改正され、令和 6
年度より相続登記の義務化が始まることから、これにより所有者不明土地・家

屋の発生を予防することが期待される。 
人口減少・少子高齢化の進行に伴い、固定資産税の納税者数が減少する。地価

については、長期的には生産年齢人口の減少に伴い下落する可能性が高いとの

指摘もあるほか、人口減少に伴う住宅建設需要の影響も想定され、固定資産税

の税収に影響を及ぼすこととなると考えられることから、中長期な税収確保が

課題となる。 
 

（１）人口減少・少子高齢化時代における固定資産税のあり方 
 
人口減少に伴う土地・家屋に対する利用ニーズ自体の減少により、生活環

境の悪化も懸念されるが、地域社会の良質な生活環境を維持するためには、

土地・家屋の所有者に引き続き一定の税負担を求めることが必要であり、固

定資産税の果たす役割について、さらなる検討をすべきである。 
今後、高齢者の就業機会が拡大していくことは予想されるものの、退職後

に長期にわたり年金を主たる収入としながら高齢納税者が将来にわたって

固定資産税を負担し続けるといった状況が増加していく可能性もあること

から、固定資産税制度そのものの検討に加え、高齢納税義務者の所得・資産

の状況など、今後の動向を踏まえながら、リバースモーゲージの普及の可能

性など、幅広い観点からの検討も必要である。 
所有者不明土地や空き地・空き家等の問題を踏まえると、固定資産税は、

登記者に対する表見課税が原則であるものの、所有者として登記されている

個人が賦課期日前に死亡している場合等も増えてきていることから、「現に
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所有している者」を把握し当該者に課税する実質的課税を強化していく方向

性についても、検討を深める必要がある。令和２年度の税制改正により、「現

に所有している者の申告の制度化」や「使用者を所有者とみなす制度の拡大」

がなされており、こうした取組を更に進めていくべきである。 
また、所有者不明土地の社会問題化を背景として、近年、固定資産課税台

帳の情報に対するニーズが高まっており、法令の規定に基づいて、固定資産

課税台帳の情報を他の行政機関に提供する場面が増加している。所有者不明

土地や空き家問題等の解決に向けては、関係省庁・部局と連携して進めてい

くことが重要であり、守秘義務の観点に配慮しつつも、こうした取組を引き

続き推進していくべきである。 
 

（２）土地に係る負担調整措置 
 
土地に係る固定資産税については、継続的に負担調整措置が講じられてき

た結果、税負担の均衡化は着実に進んできた。令和３年度以降、新型コロナ

ウイルス感染症を原因とする特別な措置が講じられているが、固定資産税は

資産価値に応じて課される財産税であり、公平性の観点からも、税負担の均

衡化は着実に進めるべきである 8。 
負担調整措置は、予見可能性に配慮するとともに、評価替えに伴う税負担

の激変を緩和するための措置として、評価替えに合わせて３年ごとに３年間

の仕組みとして講じてきたものである。今後も、そうした趣旨を踏まえ、負

担調整措置のあり方を検討していく必要がある。  
特に、商業地等について据置ゾーンが設けられていることで、負担水準の

高低により、評価額と税額の高低が逆転するといった不公平な状態が固定化

されている。住宅用地については、平成 24 年度税制改正で据置ゾーンが段

階的に廃止されており、税負担の均衡化を一層推進する観点から、商業地等

に係る据置ゾーンのあり方を見直す必要がある。 
 

（３）償却資産課税 
 
償却資産に対する固定資産税は、資産の保有と市町村の行政サービスとの

間の一般的な受益関係に着目して課税するもの。引き続き、償却資産課税を

安定的に維持していくことが重要である。また、固定資産税が市町村の基幹

税目であることを踏まえれば、国の政策を推進するための税負担軽減措置等

は、真に必要な場合に限るべきであり、単に特定業種の事業者を支援するた

めの税負担軽減措置等は税負担の公平性の観点から不適当である。 
 
 

                                                   
8 令和５年度においては、既定の負担調整措置を適用することとされている。 

－20－



 
 
 

４ 地方消費税 
 

地方消費税については、平成９年度に消費譲与税を廃止すること等により創

設され、その後、社会保障・税一体改革により、平成 26 年と令和元年に税率が

段階的に引き上げられてきた。 
地方消費税は、広く社会の構成員が負担を分かち合うことを可能とし、税収

が安定的で、税源の偏在度が比較的小さいなどの特徴を有しているため、地方

公共団体による社会保障制度を支える安定的な財源としてふさわしい税であり、

その充実確保は、偏在性が小さく安定的な地方税体系を確立する観点だけでな

く、人口減少・少子高齢化に対応した、持続可能な地方税財政基盤を構築する上

で極めて重要になっている。 
 

（１）地方消費税のあり方 
 
現在、政府においては、「成長と分配の好循環」を実現するために、給付

と負担のバランスを確保しつつ、若年期、壮中年期及び高齢期の全ての世代

で安心できる「全世代型社会保障」の構築に向けた議論が進められている。

その中で、給付は高齢者、負担は現役世代中心となっているこれまでの社会

保障構造を見直し、将来世代へ負担を先送りせず、能力に応じて皆が支え合

うことを基本としながら、それぞれの人生のステージに応じて必要な保障を

バランスよく確保することが重要であるとされている。 
介護、医療、子育てをはじめ社会保障の多くは、地方団体が担っているた

め、今後とも地方消費税を充実確保することが重要である。全世代型社会保

障の構築に関する国民的な議論を進める中で、国・地方を通じた財源確保の

あり方について検討を進めるべきである。 
 

（２）清算基準のあり方 
 
地方消費税はその税負担を最終消費者に求めるものであるため、清算制度

を通じて、地方消費税の税収を正確に最終消費地に帰属させることが必要で

あるが、サービス産業化の進展や電子商取引の拡大は、小売りやサービスの

統計データだけでは、消費の実態との関係で地方消費税の清算を正確に行う

ことが難しいという事情が拡大する要因となっている。 
こうした課題については、平成 30 年度税制改正における地方消費税の清

算基準の抜本的見直しにより、既に対応が図られており、清算後の市町村交

付金における住民一人当たりの額を見ると、地域間格差が改善されていると

いう分析もされている。なお、大都市に対して近郊の県から消費が流出する

こと（県境を越えた「持ち帰り消費」）や、新型コロナウイルス感染症の拡

大の中で電子商取引が急進したこと等を踏まえて、引き続きその動向に留意

が必要である。 
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 （３）賦課徴収のあり方 
 
消費税と同時に徴収することにより納税者の負担を軽減する等の観点か

ら、地方消費税の賦課徴収を国に委託するという仕組みが採られている。こ

の制度の下では、都道府県単位での受益と負担が結び付きにくい点があるた

め、税率決定を含めて、都道府県による賦課徴収を実際に行う仕組みとする

ことについて、制度としてあり得るのかを理論面も含めて議論していく必要

があるという考え方がある一方、地方消費税については、最終消費に各都道

府県が課税するという課税根拠に応じた税の帰属が清算制度を通じて実現

されているため、都道府県による賦課徴収に必ずしもこだわる必要はなく、

賦課徴収を国に委託するという現行制度を是としつつ、むしろ、経済構造の

変化に合わせた適切な清算ができるよう清算ルールのアップデートに注力

すべきという考え方もある。賦課徴収のあり方については、これら双方の意

見を踏まえつつ、引き続き議論を深めていく必要がある。 
なお、市町村を地方消費税の課税団体とすることも考えられるという意見

については、市町村毎の最終消費の額について税収の清算基準として活用で

きるデータがないという点からも、慎重に考えるべきである。 
 
 
５ 車体課税 
 

自動車を取り巻く環境は急速に変化している。 CASE（ Connectivity, 

Autonomous, Shared & Service, Electric：車のツナガル化、自動運転社会の

到来、保有から利用へのシフト、車の動力源の電動化）に代表される大変革とし

て、世界的な脱炭素の動きを受けた電気自動車の急速な普及、内燃機関自動車

に対する規制の強化、ネットワークに接続した自動車を中心とする自動運転技

術の飛躍的向上等の動きに直面しており、国内においても、「2050 年カーボンニ

ュートラル」目標に向けた政策が進められている。 
一方、地方団体においては、今後、ますます道路や橋りょう、トンネル等の社

会資本の維持管理・更新費が増加する見込みであり、加えて、上述の自動車を取

り巻く環境変化に対応するための新たなインフラの整備も必要となるものと考

えられる。必要な社会資本の更新・老朽化対策や機能強化が各地域において確

実に実施されるよう、車体課税による収入を今後もしっかりと確保していくべ

きである。 
自動車を取り巻く環境の変化を踏まえれば、現行制度のままでは、自動車関

係諸税の税収は減少することが見込まれる一方、地方において今後ますます重

要となる社会資本の更新・老朽化対策等のためにも、税収を将来的に安定的に

確保できるよう、制度を変えていくべきである。 
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（１）車体課税の見直しについての基本的な考え方 
 
現行の自動車税は、財産税的性格、道路損傷負担金的性格、環境損傷負担

金的性格を併せ持つ税であるが、種別割においては、その自動車の価値を表

す最も適した指標として排気量に応じた税率設定による課税がなされてい

る。種別割の課税方式については、車の構造や性能が時代の変遷に応じて変

わってきていることや、環境性能に応じた課税である環境性能割が創設され

ていること等も踏まえつつ、今後、CASE の進展等による状況の変化にあわ

せてそのあり方を検討していくことが必要である。また、検討に当たっては、

技術の進歩等を踏まえた上で、適正な税負担となる制度を模索していくべき

である。 
CASE の進展により、例えば、今後、自動運転技術が進んでいけば、自動車

の価値として、移動空間の広さなど、居住性や快適性がより重要視されるよ

うになることも考えられる。どのように自動車の価値を捉えていくかは、技

術の進展にあわせて現実問題として採りうる選択肢を検討すべきである。 
また、保有から利用への変化に伴って、自動車の所有者が、個人から法人

に集中していくという変化もあり得る。 
なお、走行距離課税の車体課税への導入については、単純に走行距離に応

じた課税では、自動車税の財産税的性格等を反映できないことや、走行距離

課税はむしろ燃料課税と代替性があること、より走行距離が長い地方部の負

担増になり得ると考えられることなどを踏まえつつ、慎重に検討する必要が

ある。 
 

（２）「2050 年カーボンニュートラル」目標への貢献 
 

「2050 年カーボンニュートラル」目標は、国としての目標であり、車体

課税についても環境インセンティブ機能を持たせることでこの目標に貢献

していくことが必要である。 
自動車税本来の課税趣旨に基づく部分と環境性能に係る政策インセンテ

ィブの部分は区別して制度設計すべきであり、後者は環境性能割の機能とし

て担わせ、種別割のグリーン化特例（軽課）は税制の簡素化の観点からも縮

小すべきである。 
環境性能割については、そのインセンティブ機能が適切に発揮されるよう、

非課税等の軽減対象の重点化、各税率区分の適用割合の適正化、他の政策手

段も考慮したインセンティブのあり方等に留意すべきである。 
 

（３）電動車に対する課税のあり方 
 
自動車税種別割は、車両の総排気量を課税標準としているため、内燃機関

を有さず総排気量も存在しない電気自動車等（EV 及び FCV）に対しては、最
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低税率である 25,000 円が課せられており、価格、出力、重量等に比して低

い税負担となっている。これは、公平性の観点から問題であり、これらの車

両が本格的に普及していく時代を見据えて、出力やバッテリーの総電力量、

車両サイズ等の中から、課税の趣旨である財産税的性格・道路損傷負担金的

性格に照らしても、適切な課税標準を別途設定すべきである。また、現行税

制を維持した場合には、今後の電動化の進展に伴い、地方団体の大幅な減収

も見込まれることから、税収を安定的に確保できる制度に変えていくという

視点も必要である。

HV については、グリーン化特例（経年車重課）が適用されていない。燃

費基準の達成度を見ても、HV とガソリン車は混在しており、公平性の観点

から、HV にもグリーン化特例（経年車重課）を適用すべきである。
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